
平成19年度 事務事業評価表 担当 内線等

事業
コード

Ａ法令 Ｃ規則 　 　 　

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　 会計 ) (単位：千円）

事業費

人件費

(人数)正規 2.5 非常勤 0.0 正規 2.5 非常勤 0.0 正規 2.5 非常勤 0.0

合計

国

県

市債

その他

一般財源

総務部　契約検査課 2352

成果指標①

成果指標②

一般競争入札
による契約

139件 116件 －

２．内部管理事務事業

一般競争入札割合

工事入札・契約事務事業

７．その他 その他

地方自治法第234条・蒲郡市契約規則

22,22222,015

平成18年度実績 平成19年度実績 平成20年度計画

125件

項　　目

対象（受益者）

想定する成果

契約依頼課と請負業者との工事契約を

１課で集中的に執行することによって手　　段

指名競争入札
による契約

事務事業名

① ②

施策名

根拠法令等

効率的な執行を図る

134件 －

基本目標

6,693

19,613

22,222

19,460

財源内訳

26,153

100.0件

19,525

46.40%

105.6件

一般競争入札による契約件数
　　　　　／入札による工事契約件数×100

52.70%

2,609

平成20年度予算（計画）

－

2,490

－

事業費

一般

平成19年度決算（実績）平成18年度決算（実績）

22,01526,153

職員一人当たりの入札による工事契約件数

競争入札による契約件数／担当職員数

成果指標名

成果指標の説明
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⑥事務事業内容の評価

19評価 16評価 19評価 16評価

2 2 2 3

2 1 2 2

2 1 2 2

- 3 - 3

6 7 6 10

- - - -

6 7 6 10

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦前回（H16評価時）「今後改善すべき点」として記載した内容及びその実施状況

⑧今後さらに改善すべき点

⑨平成21年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

・制限付一般競争入札の対象案件を拡げ、入札参加機会の増大と透明性の向上を図った。
・15年度後半に入札の公平性、透明性、経済性をさらに高めるため、予定価格の事前公表の試行を始めた。
・19年度に電子入札を実施を開始した。
・19年度には入札契約の過程、内容の透明性を確保し公正な競争の促進と公共工事の円滑な執行を目的として、入
札結果等入札、契約に係る各種情報の公表を開始した。

事務効率性

前回（H16評価時に）記載した「今後改善すべき点」

上記改善点の実施状況

総合評価

評価の説明（問題点）

内部管理事務事業

・さらに業者選定の平準化を図り、不正のできにくい透明性のあ
る入札方式の導入、各情報開示のさらなる向上を図る。
・引き続き一般競争入札及び電子入札よる契約を増やし、さらな
る公平性・透明性・経済性を高める点をふまえ、効率のよい事務
を推進する。

入札、契約事務が複雑化しているため、職員の事務量が増
加する傾向がある。事務の簡略化の検討が必要である。

施策名が「その他」

不可欠な内部事務であり、さらなる公平性、透明性、経済
性を高めた事業を推進する必要がある。

拡大、充実

項　　目

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

・業者選定の平準化を図り、不正のできにくい透明性のある入札方式の導入、各種情報の開示など新しい入札制度
の検討。
・一般競争入札による契約を増やし、公平性・透明性・経済性を高める点をふまえ、効率のよい事務を推進する。
・２～３年後に導入される電子入札の準備に積極的に取り組んでいく。

一般競争入札の指標が上昇し達成度は高まったと思われ
る。今後一層の公平性、透明性、経済性が求められる。

電子入札が導入されたことは、成果をあげたことではある
が、さらに充実を図り、経済・事務効率性、透明性を高め
る入札制度を研究する必要がある。

達　成　度

課内評価

0

1

2

3
施策への貢献度

必　要　性

事務効率性経済効率性

達　成　度

※内部管理事務事業、義務的事業は必要
性を、また施策名がその他のものは施策
への貢献度を評価していません。

課内評価と部長評価の平均点
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